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議案第２０号 

平成３１年度小川町水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条  平成３１年度小川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 給水件数              １３，３４３ 件 

 ⑵ 年間総給水量         ３，２９３，０００ ㎥ 

 ⑶ １日平均給水量            ８，９９７ ㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収 入 

 第１款 水道事業収益       ６６６，７０１ 千円 

  第１項 営業収益         ５６６，２４８ 千円 

  第２項 営業外収益        １００，４５０ 千円 

  第３項 特別利益              ３ 千円 

 支 出 

 第１款 水道事業費用       ６３６，２８１ 千円 

  第１項 営業費用        ６２４，５５８ 千円 

  第２項 営業外費用        １０，６２２ 千円 

  第３項 特別損失            １０１ 千円 

  第４項 予備費           １，０００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２９０，０６６千円は過年度分損益勘定留保資金２９０，０６６千円で補てんするものとする。）。 

     収 入 

 第１款 資本的収入          ３，６５４ 千円 

  第１項 負担金            ３，６５２ 千円 

  第２項 寄附金               １ 千円 

  第３項 企業債                ０ 千円 

  第４項 国庫補助金             ０ 千円 

  第５項 固定資産売却代金          １ 千円 

  支 出 

 第１款 資本的支出        ２９３，７２０ 千円 

  第１項 建設改良費       ２３５，７０４ 千円 

  第２項 企業債償還金       ５８，０１６ 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

小川町水道事業検針業務委託 平成３２年度 ９，３０６千円 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 営業費用と営業外費用及び特別損失の間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を 

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
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 ⑴ 職員給与費        ９７，１４１ 千円 

 ⑵ 交際費               １ 千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、７，５００千円と定める。 

  

平成３１年２月２８日提出 

 

小川町長  松 本 恒 夫   
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収益的収入及び支出

収  入 （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備          考

1 水道事業収益 666,701

1 営業収益 566,248

1 給水収益 526,378

2 受託工事収益 578

3 その他の営業収益 39,292

2 営業外収益 100,450

1 受取利息及び配当金 630

2 他会計補助金 1

3 長期前受金戻入 86,100

4 消費税還付金 1

5 雑収益 13,718

3 特別利益 3

1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

3 その他の特別利益 1

平成３１年度　小川町水道事業会計予算実施計画
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支  出 （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備          考

1 水道事業費用 636,281

1 営業費用 624,558

1 原水及び浄水費 192,080

2 配水及び給水費 109,262

3 受託工事費 4,238

4 業務費 59,135

5 総係費 30,783

6 減価償却費 217,190

7 資産減耗費 11,369

8 その他の営業費用 501

2 営業外費用 10,622

1 支払利息 10,420

2 貸倒引当金繰入額 0

3 雑支出 201

4 消費税 1

3 特別損失 101

1 固定資産売却損 1

2 滅損損失 0

3 過年度損益修正損 100

4 手当 0

5 その他の特別損失 0

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000
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資本的収入及び支出

収  入 （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備          考

1 資本的収入 3,654

1 負担金 3,652

1 負担金 3,652

2 寄附金 1

1 寄附金 1

3 企業債 0

1 企業債 0

4 国庫補助金 0

1 国庫補助金 0

5 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

支  出 （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備          考

1 資本的支出 293,720

1 建設改良費 235,704

1 配水施設増改良費 186,081

2 事務費 8,213

3 営業設備費 9,009

4 委託料 32,400

5 防災無線費 1

2 企業債償還金 58,016

1 企業債償還金 58,016
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収益的収入及び支出
収　入 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増 減 備 考
1 水道事業収益 666,701 663,179 3,522

1 営業収益 566,248 563,936 2,312
1 給水収益 526,378 531,550 -5,172

水道料金 512,028 517,200 -5,172
量水器使用料 14,350 14,350 0

2 受託工事収益 578 681 -103
給水工事収益 1 1 0
修繕工事収益 576 679 -103
その他の受託工事収益 1 1 0

3 その他の営業収益 39,292 31,705 7,587
資材売却収益 100 100 0
手数料 270 330 -60
他会計負担金 35,271 27,198 8,073
水道利用者負担金 3,651 4,077 -426

2 営業外収益 100,450 99,240 1,210
1 受取利息及び配当金 630 630 0

預金利息 630 630 0
2 他会計補助金 1 1 0

他会計補助金 1 1 0
3 長期前受金戻入 86,100 85,936 164

受贈財産評価額長期前受金戻入 444 193 251
工事負担金長期前受金戻入 45,312 45,477 -165
寄附金長期前受金戻入 36,863 36,925 -62
他会計負担金長期前受金戻入 1,384 1,308 76
補助金長期前受金戻入 2,097 2,033 64

4 消費税還付金 1 1 0
消費税還付金 1 1 0

5 雑収益 13,718 12,672 1,046
不用品売却収益 10 10 0
その他の雑収益 13,708 12,662 1,046

3 特別利益 3 3 0
1 固定資産売却益 1 1 0

固定資産売却益 1 1 0
2 過年度損益修正益 1 1 0

過年度損益修正益 1 1 0
3 その他の特別利益 1 1 0

その他の特別利益 1 1 0

平成３１年度　小川町水道事業会計予算説明書
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支　出 （単位：千円）
款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増 減 備 考

1 水道事業費用 636,281 641,643 -5,362
1 営業費用 624,558 627,133 -2,575

1 原水及び浄水費 192,080 185,927 6,153
給料 7,338 7,222 116
手当 2,208 2,310 -102
賞与引当金繰入額 1,149 1,070 79
賃金 1 1 0
法定福利費 2,004 2,153 -149
旅費 9 7 2
備消品費 218 158 60
燃料費 30 39 -9
光熱費 32 32 0
通信運搬費 987 949 38
委託料 24,950 28,417 -3,467
手数料 3,720 3,697 23
賃借料 30 30 0
工事請負費 1 1 0
修繕費 11,512 5,897 5,615
動力費 35,316 34,992 324
薬品費 3,191 2,761 430
補償料 540 540 0
受水費 98,844 95,651 3,193

2 配水及び給水費 109,262 106,033 3,229
給料 15,104 14,906 198
手当 8,069 7,781 288
賞与引当金繰入額 2,471 2,321 150
賃金 1 1 0
法定福利費 4,729 4,698 31
旅費 27 27 0
備消品費 737 681 56
燃料費 580 504 76
通信運搬費 1 1 0
委託料 8,860 11,185 -2,325
賃借料 578 28 550
工事請負費 43,705 39,798 3,907
修繕費 6,600 6,480 120
舗装復旧費 7,700 7,560 140
動力費 6,540 6,480 60
材料費 3,500 3,500 0
補償費 1 1 0
負担金 1 1 0
公課費 58 80 -22
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増 減 備 考
3 受託工事費 4,238 5,630 -1,392

給料 2,247 2,648 -401
手当 796 1,217 -421
賞与引当金繰入額 355 400 -45
法定福利費 615 849 -234
旅費 6 6 0
備消品費 1 1 0
委託料 1 1 0
工事請負費 1 1 0
修繕費 1 1 0
舗装復旧費 195 486 -291
資材費 19 19 0
負担金 1 1 0

4 業務費 59,135 59,003 132
給料 8,112 7,968 144
手当 4,955 4,376 579
賞与引当金繰入額 1,346 1,242 104
賃金 2,114 1 2,113
法定福利費 2,953 2,675 278
旅費 11 11 0
被服費 212 200 12
備消品費 371 313 58
燃料費 1 1 0
印刷製本費 942 937 5
通信運搬費 1,301 1,306 -5
委託料 30,437 33,387 -2,950
手数料 1,427 1,465 -38
賃借料 3,601 3,708 -107
修繕費 656 681 -25
損害保険料 696 732 -36

5 総係費 30,783 34,001 -3,218
報酬 157 105 52
給料 11,494 11,679 -185
手当 4,895 4,848 47
賞与引当金繰入額 1,868 1,801 67
退職給付費 457 2,784 -2,327
賃金 1 1 0
法定福利費 3,498 3,777 -279
厚生福利費 100 140 -40
旅費 14 14 0
交際費 1 1 0
備消品費 290 296 -6
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増 減 備 考
印刷製本費 1 1 0
通信運搬費 1 1 0
食糧費 1 11 -10
委託料 172 169 3
手数料 1 1 0
負担金 7,804 8,319 -515
災害補償費 1 1 0
貸倒引当金繰入額 27 52 -25

6 減価償却費 217,190 221,112 -3,922
有形固定資産減価償却費 217,050 220,972 -3,922
無形固定資産減価償却費 140 140 0

7 資産減耗費 11,369 15,226 -3,857
固定資産除却費 11,369 15,226 -3,857

8 その他の営業費用 501 201 300
材料売却原価 1 1 0
雑支出 500 200 300

2 営業外費用 10,622 13,409 -2,787
1 支払利息 10,420 13,207 -2,787

企業債利息 10,420 13,207 -2,787
2 貸倒引当金繰入額 0 0 0

貸倒引当金繰入額 0 0 0
3 雑支出 201 201 0

不用品売却原価 1 1 0
その他の雑支出 200 200 0

4 消費税 1 1 0
消費税 1 1 0

3 特別損失 101 101 0
1 固定資産売却損 1 1 0

固定資産売却損 1 1 0
2 減損損失 0 0 0

減損損失 0 0 0
3 過年度損益修正損 100 100 0

過年度損益修正損 100 100 0
4 手当 0 0 0

手当 0 0 0
5 その他の特別損失 0 0 0

その他の特別損失 0 0 0
4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0
予備費 1,000 1,000 0
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款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増 減 備 考
1 資本的収入 3,654 4,080 -426

1 負担金 3,652 4,078 -426
1 負担金 3,652 4,078 -426

申込負担金 3,651 4,077 -426
工事負担金 1 1 0
他会計負担金 0 0 0

2 寄附金 1 1 0
1 寄附金 1 1 0

寄附金 1 1 0
3 企業債 0 0 0

1 企業債 0 0 0
企業債 0 0 0

4 国庫補助金 0 0 0
1 国庫補助金 0 0 0

国庫補助金 0 0 0
5 固定資産売却代金 1 1 0

1 固定資産売却代金 1 1 0
固定資産売却代金 1 1 0

1 資本的支出 293,720 278,514 15,206
1 建設改良費 235,704 222,331 13,373

1 配水施設増改良費 186,081 199,086 -13,005
配水施設増改良費 181,395 194,400 -13,005
公有財産購入費 4,686 4,686 0

2 事務費 8,213 8,066 147
給料 4,138 4,043 95
手当 2,082 2,095 -13
賞与引当金繰入額 660 620 40
法定福利費 1,324 1,299 25
旅費 9 9 0

3 営業設備費 9,009 7,942 1,067
機械及び装置購入費 0 0 0
量水器購入費 7,908 7,401 507
車輌及び運搬具購入費 1 1 0
工具器具及び備品購入費 1,100 540 560

4 委託料 32,400 7,236 25,164
委託料 32,400 7,236 25,164

5 防災無線費 1 1 0
防災無線費 1 1 0

2 企業債償還金 58,016 56,183 1,833
1 企業債償還金 58,016 56,183 1,833

企業債償還金 58,016 56,183 1,833
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－ 　 －

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 　円

当年度純利益 12,516,146

減価償却費 217,189,193

資産減耗費 11,228,751

減損損失 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 57,593

賞与引当金の増減額（△は減少） 169,082

退職給付引当金の増減額（△は減少） 456,635

貯蔵品の増減額（△は増加） 963,555

長期前受金戻入額 △ 86,101,833

受取利息及び受取配当金 △ 630,000

支払利息 10,420,000

有形固定資産売却損益（△は増加） 0

未収金の増減額（△は増加） △ 8,478,630

前払費用の増減額（△は増加） 13,000

未払金の増減額（△は減少） △ 10,109,079

預り金の増減額（△は減少） 111,180

前払金の増減額（△は減少） 0

小計 147,690,407

利息の受取額 630,000

利息の支払額 △ 10,420,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 137,900,407

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 213,241,745

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △ 4,060,000

国庫補助金等による収入 3,381,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 213,920,263

平成３１年度小川町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）
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－ 　 －

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 58,015,860

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,015,860

資金増加額（又は減少額） △ 134,035,716

資金期首残高 1,307,540,685

資金期末残高 1,173,504,969
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  １  総     括

給 与 費 明 細 書

(単位：千円)

区     分

職員数 給　与　費

法定福利費 合　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 10 12 157 44,295 2,117 27,416 73,985 14,952 88,937

資本勘定支弁職員 0 1 0 4,138 0

特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

2,635 6,773 1,431 8,204

合計 10 13 157 48,433

4 29,065 73,597 15,237 88,834

2,117 30,051 80,758 16,383 97,141

8,057

合計 10 13 105 48,466 4

資本勘定支弁職員 0 1 0 4,043 0

比
較

損益勘定支弁職員 0 0 52 △ 128

2,616 6,659 1,398
前
年
度

損益勘定支弁職員 10 12 105

合計 0 0 52 △ 33 2,113 △ 1,630 502 △ 252

44,423

103

資本勘定支弁職員 0 0 0 95

31,681 80,256 16,635 96,891

2,113 △ 1,649 388 △ 285

250

(単位：千円)

0 19 114 33 147

日直手当
特殊勤務
手    当

管理職手当
管理職員
特別勤務
手　　当

期末勤勉
手　　当

退職給付費

19,242 2,784

手当の内訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

本年度 2,310 421 972

比　較 366 △ 115 △ 324 296

457

前年度 1,944 536 1,296 3,323 99 159 1,011 42

3,619 99 168 1,015 42 19,533

0 9 0 291 △ 2,3274
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区     分 増減額（千円） 備     考

他会計との入替 684

その他 13

説          明

給     料 △ 33

普通昇給に伴う増加分 1,062

その他の増減分 △ 1,095 他会計との入替 △ 1,095

その他の増減分 697

  ２  給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳 （千円）

職員手当等 △ 1,630

退職給付費の減額分 △ 2,327
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平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

高校卒

大学卒

高校卒

大学卒

303,646

  ３  給料及び職員手当の状況

   （１）  職員１人当たり給与

区                                 分    一   般   行   政   職    技   能   労   務   職

   （２）  初任給

平成31年1月1日現在 326,093

39.46

303,892

平成30年1月1日現在 326,000

39.77

区   分 学   歴 一般行政職（円） 技能労務職（円）
国の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

本年度
148,600 148,600

180,700 180,700

前年度
147,100 147,100

179,200 179,200
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 （級別の標準的な職務内容）

   （３）  級別職員数

区     分
一般行政職 技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

平成31年1月1日現在

１　級
(          ) (          )

1 7.7

２　級
(          ) (          )

3

４　級
(          ) (          )

５　級
(          ) (          )

3 23.1

６　級
(          ) (          )

1 7.7

７　級

(          )

3 23.1

23.1

３　級
(          ) (          )

1 7.7

(          ) (          )
1 7.7

合     計
(          ) (          )

13 100.0

４　級
(          ) (          ) (          )

3 23.1

30.8

３　級
(          ) (          )

２　級
(          ) (          )

4

５　級
(          ) (          )

3 23.1

６　級
(          ) (          )

1 7.7

７級

７　級
(          ) (          )

1 7.7

合     計
(          ) (          )

13 100.0

一般行政職 主事・技師 主事・技師 主任
主席主査相当職

及び主査
主席主査 主幹 課長及び課長相当職

区     分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

平成30年1月1日現在

１　級
(          ) (          )

1 7.7
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一般行政職 技能労務職

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

号給数別内訳 ６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％）

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

号給数別内訳 ６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％）

合     計
代表的な職種

本

年

度

　職  員  数  （Ａ）

　昇給に係る職員数 （Ｂ）

　比　  率   （Ｂ）／(Ａ)

前

年

度

　職  員  数 （Ａ）

　昇給に係る職員数 （Ｂ）

　比　  率   （Ｂ）／(Ａ)

   （４）  昇給

区     分
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 職制上の段階、職務の

 級等による加算措置

（        ）内は、再任用職員

国の制度

（支給率等）

   （５）  期末手当・勤勉手当

区     分
支給期別支給率

支給率計（月分） 備     考
６月（月分） １２月（月分）

本 年 度
（　1.175　） （　1.175　） （　2.35　）

有
2.225 2.225 4.45

前 年 度
（　1.075　） （　1.225　） （　2.30　）

有
2.125 2.275 4.40

国 の 制 度
（　1.175　） （　1.175　） （　2.35　）

有
2.225 2.225 4.45

   （６）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区     分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

その他の加算措置等 備     考
(月分） (月分） (月分） (月分）

最高限度

（２～４５％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（２～４５％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
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   （７）  特殊勤務手当

 給料総額に対する比率 （％） 0.35

 支給対象職員の比率   （％）

 （平成31年4月1日現在）

   （８）  その他の手当

区          分 国の制度との異同

     扶養手当 同　じ

     住居手当 同　じ

自動車等の使用距離区分 加算額

2km未満

2Km以上3km未満

3Km以上4Km未満 以下1kmを加えるごとに670円を加算

0.35

区          分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

     通勤手当 異なる
基準額

100.0 100.0

 代表的な特殊勤務手当の名称
　水道技術管理者手当

　緊急勤務手当

 2,000円

 2,670円

差異の内容
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１ 固定資産

⑴ 円 円 円 円

イ 土地 463,097,294

ロ 建物 658,835,332

 減価償却累計額 △ 475,830,087 183,005,245

ハ 構築物 7,394,107,071

 減価償却累計額 △ 4,086,127,011 3,307,980,060

ニ 機械及び装置 1,840,072,036

 減価償却累計額 △ 1,072,141,201 767,930,835

ホ 車輌及び運搬具 8,544,709

 減価償却累計額 △ 7,278,165 1,266,544

ヘ 工具器具及び備品 4,550,563

 減価償却累計額 △ 3,233,152 1,317,411

ト 建設仮勘定 82,219,000

有形固定資産合計 4,806,816,389

⑵

イ 水利権 4,200,000

無形固定資産合計 4,200,000

固定資産合計 4,811,016,389

２ 流動資産

⑴ 1,173,504,969

⑵ 19,930,621

△ 162,149 19,768,472

⑶ 1,415,871

⑷ 88,830

流動資産合計 1,194,778,142

資産合計 6,005,794,531

未収金

貸倒引当金

貯蔵品

前払費用

現金預金

平成３１年度小川町水道事業予定貸借対照表
（平成32年3月31日）

資     産     の     部

有形固定資産

無形固定資産
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３ 固定負債

⑴

イ 建設改良費等の財源に 392,744,368

充てるための企業債

企業債合計 392,744,368

⑵ 引当金

イ 退職給付引当金 13,095,648

ロ 修繕引当金 28,000,000

引当金合計 41,095,648

固定負債合計 433,840,016

４ 流動負債

⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に 61,629,548

充てるための企業債

企業債合計 61,629,548

⑵ 預り金 15,490,515

⑶ 引当金

イ 賞与引当金 7,849,000

引当金合計 7,849,000

流動負債合計 84,969,063

５ 繰延収益

長期前受金 4,278,035,023

収益化累計額 △ 2,532,093,984

繰延収益合計 1,745,941,039

負債合計 2,264,750,118

負     債     の     部

企業債
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６ 資本金

⑴ 自己資本金 3,005,470,912

７ 剰余金

⑴ 資本剰余金

イ 受贈財産評価額 1,144,229

ロ 工事負担金 53,349,915

ハ 寄附金 124,951,266

ニ 他会計負担金 4,526,892

ホ 補助金 234,894

資本剰余金合計 184,207,196

⑵ 利益剰余金

イ 減債積立金 197,000,000

ロ 建設改良積立金 197,000,000

ハ 当年度未処分利益剰余金 157,366,305

利益剰余金合計 551,366,305

剰余金合計 735,573,501

資本合計 3,741,044,413

負債資本合計 6,005,794,531

資     本     の     部
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１ 円 円 円

⑴ 給水収益 503,061,380

⑵ 受託工事収益 111,112

⑶ その他営業収益 27,140,649 530,313,141

２

⑴ 原水及び浄水費 164,027,007

⑵ 配水及び給水費 74,306,186

⑶ 受託工事費 3,803,538

⑷ 業務費 51,679,085

⑸ 総係費 32,272,697

⑹ 減価償却費 218,042,196

⑺ 資産減耗費 13,825,230

⑻ その他営業費用 357,294 558,313,233

△ 28,000,092

３

⑴ 受取利息 630,000

⑵ 他会計補助金 0

⑶ 長期前受金戻入 85,937,700

⑷ 雑収益 11,024,982 97,592,682

４

⑴ 支払利息 13,206,280

⑵ 雑支出 119,220 13,325,500 84,267,182

56,267,090

５

⑴ 減損損失 15,119,000 15,119,000 15,119,000

当期純利益 41,148,090

前年度繰越利益剰余金 103,702,069

当年度未処分利益剰余金 144,850,159

平成３０年度小川町水道事業予定損益計算書
 （平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

経常利益

特別損失

営業収益

営業費用

営業損失

営業外収益

営業外費用
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１ 固定資産

⑴ 円 円 円 円

イ 土地 458,411,294

ロ 建物 658,835,332

 減価償却累計額 △ 462,812,305 196,023,027

ハ 構築物 7,251,537,721

 減価償却累計額 △ 3,962,756,733 3,288,780,988

ニ 機械及び装置 1,886,927,910

 減価償却累計額 △ 1,067,145,106 819,782,804

ホ 車輌及び運搬具 8,544,709

 減価償却累計額 △ 6,405,952 2,138,757

ヘ 工具器具及び備品 3,550,563

 減価償却累計額 △ 3,114,845 435,718

ト 建設仮勘定 50,960,000

有形固定資産合計 4,816,532,588

⑵

イ 水利権 5,600,000

無形固定資産合計 5,600,000

固定資産合計 4,822,132,588

２ 流動資産

⑴ 1,307,540,685

⑵ 11,451,991

△ 219,742 11,232,249

⑶ 2,379,426

⑷ 101,830

流動資産合計 1,321,254,190

資産合計 6,143,386,778

現金預金

平成３０年度小川町水道事業予定貸借対照表
（平成31年3月31日）

資     産     の     部

有形固定資産

無形固定資産

未収金

貸倒引当金

貯蔵品

前払費用
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３ 固定負債

⑴

イ 建設改良費等の財源に 454,373,916

充てるための企業債

企業債合計 454,373,916

⑵ 引当金

イ 退職給付引当金 12,639,013

ロ 修繕引当金 28,000,000

引当金合計 40,639,013

固定負債合計 495,012,929

４ 流動負債

⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に 58,015,860

充てるための企業債

企業債合計 58,015,860

⑵ 預り金 15,379,335

⑶ 引当金

イ 賞与引当金 7,679,918

引当金合計 7,679,918

⑷ 未払金 10,109,079

流動負債合計 91,184,192

５ 繰延収益

長期前受金 4,298,096,469

収益化累計額 △ 2,469,435,079

繰延収益合計 1,828,661,390

負債合計 2,414,858,511

負     債     の     部

企業債
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６ 資本金

⑴ 自己資本金 3,005,470,912

７ 剰余金

⑴ 資本剰余金

イ 受贈財産評価額 1,144,229

ロ 工事負担金 53,349,915

ハ 寄附金 124,951,266

ニ 他会計負担金 4,526,892

ホ 補助金 234,894

資本剰余金合計 184,207,196

⑵ 利益剰余金

イ 減債積立金 197,000,000

ロ 建設改良積立金 197,000,000

ハ 当年度未処分利益剰余金 144,850,159

利益剰余金合計 538,850,159

剰余金合計 723,057,355

資本合計 3,728,528,267

負債資本合計 6,143,386,778

資     本     の     部
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品先入先出法による原価法によっている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物・構築物    １５～５０年 

機械及び装置    １８年 

車両及び運搬具   ４～５年 

工具器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法定額法による。 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当（以下、「期末手当等」という。）の支給及び期末手当等に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における

支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑵ 貸倒引当金 

債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実積率等による回収不能見込額を計上している。 

⑶ 退職給付引当金 

当町は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計においても当該組合に負担金を拠出しているが、退職手当組合に支払う追加的負担

に備えるため、一般会計との覚書により一般会計が負担すると見込まれる金額を除く額を計上している。 
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４ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．リース資産により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条の規定により中小規模の地方公営企業の特例を受け、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内 ３，１９０，８００円 

１年超 ５，３１８，０００円 

計  ８，５０８，８００円 

 

Ⅲ．その他 

１ 引当金の取り崩し 

⑴ 賞与引当金 

当年度において、期末手当等として６，４４８，９８８円を支給、期末手当等に係る法定福利費として１，２３０，９３０円を支出する

予定であるため、賞与引当金７，６７９，９１８円を取り崩すこととする。 

⑵ 貸倒引当金 

当年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒引当金８４，１４２円を取り崩すこととする。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

⑴ 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引当計上したものについては、引き続き、従前の例により取り崩すこととする。 
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タイプライターテキスト
白紙

kankyou
タイプライターテキスト




